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ラムポリシー・ディプロマポリシーの整理を行い

ました。体系化された各ポリシーを基盤として平成

27年度では、本学が求める人材像に基づいた教育内

容の確立及び学修成果の測定方法を検討、調査基

盤を確立しました。平成27年度に策定した全学

共通のアドミッションポリシーは以下の通りです。

北九州市立大学は、建学の精神である「フロン

ティア・スピリット」に溢れ、基礎的学力を十分

に備えた、次のような人たちを受け入れます。

●知的好奇心が旺盛で、豊かな世界観と幅広い実践

力を身につけたい人

●グローバルな視野を持ち、国際社会での活躍を目

指す人

●郷土を愛し、積極的に地域に貢献する人

●環境問題に関心を持ち、解決のための探求心を有

する人

平成28年度以降は、学修成果の測定から導き出

教学マネジメントの試み（３）

実践型教育プログラムによる学生の成長を
可視化するための試み
〜北九州市立大学〜

１．はじめに

本学では、「地域に根ざし、時代をリードする人

材の育成と知の創造」の達成を目指し、社会のニ

ーズの反映、実社会において時代をリードできる

人材の育成を教育方針としています。現在、教育

改革の一端として全学的なアドミッションポリシ

ー・カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー

を整理し、厳格かつ客観的な成績評価に基づいて

社会的責任感を備えた人材を輩出するための仕組

みづくりを進めているところです。その歩みを推

進させるものとして、平成26年度に文部科学省採

択事業である「大学教育再生加速プログラム（テ

ーマⅡ：学修成果の可視化）」（以下、AP事業とす

る）へ申請し、採択されました。AP事業は機敏性

の高い意見交換及び情報共有が重要となってくる

ため、平成26年10月にAP運営委員会を、平成26年

12月にAP推進室を設置して、スムーズに推進でき

る体制を整えました。

２．3つの取り組み

申請した事業内容は、

３段階にて構成されてい

ます（図１）。以下に、事

業の進捗状況と平成28年

度以降の計画について説

明します。

（１）第１段階

教育改革の根幹である

基本的事項の整理を行う

ことが主な目的です。具

体的には、平成26年度

から全学共通のアドミッ

ションポリシー・カリキュ 図１　AP事業取り組み概要

北九州市立大学
大学教育再生加速プログラム推進室特任教員 山﨑 芙美子
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された結果を段階的に教職員研修を通じてフィー

バックを行い、本学の授業改善、教育改革に役立

てることを予定しています。

（２）第２段階

第１段階で示した学修成果の測定に加え、近年重要

視されている授業外学修時間及び学修行動等の測定を

円滑に行うため、全学生を対象とした電子調査画面を

導入し、授業改善、教育改革に反映可能な測定値を一

元管理することを目的としています。具体的には、平

成26年度は各部局から関連データを集積し、本学に

とって必須となる測定項目の検討・決定を行いまし

た。平成27年度では一部の学部学科に紙ベースによ

る調査を行い、各種データを蓄積しました。また、学

修成果測定指標・北九大教育ポートフォリオの開発に

向け、授業外学修時間、学修行動調査等、全学生を対

象にする評価指標を作成し、調査を実施しました。こ

れらの結果を反映させた、学修成果の可視化を実現す

るために、オープンソースソフトウェア「mahara」を

活用した北九大教育ポートフォリオを開発しました。

平成28年度からは、蓄積されたデータを基盤に大

学ポータルや北九州市立大学教育情報システム

（KEISYS；Kitakyu-dai Educational Information System）

等と連動させた電子調査画面（北九大教育ポートフォ

リオ；仮称）によって、より円滑な測定が行えるよ

う整備を継続し、平成30年度での学生回答率100％

を目指して調整を行っていくことを予定しています。

（３）第３段階

本学の特色のひとつでもある「地域に根ざし」に

重点を置き、国際環境工学部や地域創生学群、地域

共生教育センター（通称：421Lab.）を主体とした

実践型教育プログラムの効果測定、同時に実践型教

育プログラムが北九州市に与える社会波及効果の把

握を行うことを目的としています。実践型教育プロ

グラムによる効果測定について具体的には、平成26

年度には調査項目を選定し、実践型教育プログラム

による効果を検証するとともに、質問紙評価や面談

等を活用して、多面的な学生評価の構築を目指して

います。平成28年度以降は、調査の継続的実施及び

フィードバック体制の確立、平成30年度までには、

他学部の授業やゼミ等で実施されている実践型教育

プログラムに対し、効果測定の導入・結果の反映を

行うことを目標としています。

また、実践型教育プログラムが北九州市に与える

社会波及効果の把握について具体的には、平成26年

度中に北九州市民約1,000名を対象に「北九州市立

大学生による地域活動に関する調査」を実施し、現

状把握を行いました。平成27年度は、平成26年度

の成果を参考に各実践型教育プログラムがどのよう

な地域貢献を行っているかについて聞き取り調査を

行い、実践型教育プログラムによる効果を検証する

とともに、社会波及効果については「北九州市立大

学における実践型教育活動が、北九州市の地域にど

のような影響や効果を与えているかを定量的に測定

すること」と定義づけして、調査対象者を活動学生

及び北九州地域の住民に絞り込んだ評価指標の作成

を行いました。また、実践型教育活動による多面評

価では、質問紙調査や面接とグループ面談を活用し

た学生評価を行うとともに、測定指標を検討し、多

面的な学生評価の構築に努めました。平成28年度以

降はフィードバック体制の確立を目指すとともに、

本学で実施しているすべての実践型教育プログラム

を対象に調査を行い、共通する社会波及効果を導き

出すことを目指しています。また、平成30年度まで

には他学部の授業やゼミ等で実施されている実践型

教育プログラムに対し、効果測定の導入、結果の反

映を行うことを目指しています。

以上のようにを３段階からなる取り組みによっ

てAP事業を推進していますが、本稿では第３段階

の１つでもある実践型教育プログラムの効果測定

に関する取り組みを中心に紹介することとします。

３．北九州市立大学式実践型教育プログラ

ムの効果測定（APでの取り組み）

本学では、AP事業において国際環境工学部、地域

創生学群、421Lab.の３つの組織を対象に、実践型教

育プログラムの効果測定を実施しています。測定に

は5因子23項目（課題発見力、コミュニケーション力、

市民力、計画遂行力、自己管理力）からなる「北九

大特製実践活動力評価指標（仮称）」(1)を使用しました。

（１）調査対象組織の紹介

国際環境工学部

平成13年４月に設置され、在籍学生数は次ペー

ジの表１の通りです。

本学部の１年次に開講される環境問題事例研究

（通年、正課必修科目）は、①環境問題の本質を理

解し、解決への糸口を見つける最善の方法を探し

出すためにフィールドへ赴き、多様な要素から鍵

となる因子を抽出し、なぜ問題が発生したのか考

える、②チームごとに独自の視点で問題の核心を

明らかにし、目標設定、調査手法選択、役割分担

などの検討を経て、研究成果の集約・発表を行う
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ことを主な目的としています。1年のうちに正装で

のポスター発表や壇上でのプレゼンテーション等

を経験することで、コミュニケーション力やプレ

ゼンテーション力の基礎が身に就くよう、通年の

プログラムも工夫がなされています（写真１）。

地域創生学群

平成21年４月に設置され、在籍学生数は表１の

通りです。学群の設置目的として、コミュニケー

ション力や課題発見力、市民力といった地域創生

力の獲得、実践できる人材の輩出、地域の再生と

創造を理念として掲げているように、実習、演習

を相互に組み込んだ特色あるプログラムを導入す

ることで、実践と知識を柔軟に獲得できる環境を

提供しています（図２）。また、学群では履修コー

ス制を採用しており、「地域マネジメントコース」

「地域福祉コース」「地域ボランティア養成コース」

からコースを選択し、専任教員の指導のもとで理

論や専門知識を学修していきます（表２）。

421Lab.（地域共生教育センター）

平成23年４月に設置され、在籍学生数は表１の

通りです。本施設の設置目的として、地域社会に

おける実践活動を通じ次世代を担う人材の育成を

目指すとともに、本学の地域貢献活動の一翼を担

うことを掲げているように、活動フィールドを地

域とすることで学生自身が地域課題に取り組み、

地域と大学がともに成長できる社会づくりを進め

ていく役割を果たしています（表３）。

４２１Lab.の活動説明会にてプ
ロジェクト説明

今年度行う活動内容について全
体会議、交流会

JICA九州研修員と八幡駅周辺や
神社をまちあるき、その後鬼ご
っこを通じて国際交流会

今年度の新たな活動の内容につ
いて企画

JICA九州の職員を講師に、国際
交流の在り方について学習

企画内容をプレゼンし、今年度
の新たな活動の内容を決定

インターンシップ学会で活動発
表を行うための準備

インターンシップ学会で活動発
表を実施

フ リ ー ペ ー パ ー 「 THE
HAHAHA! TIMES」の内容につ
いて企画

手鞠寿司作り

フリーペーパー「THE HAHAHA!
TIMES」で掲載する地域の方へ
のインタビューを実施

JICA九州研修員、地域の方と国
際交流及び防災意識向上を目的
とした運動会に参加

JICA北九州研修員とまちあるき、
その後二人三脚など体を動かす
活動を通じて国際交流

今年度の活動の感想、反省など

メンバー募集　

プロジェクト始動

第１回まちあるき

今年度の新たな活
動の企画

特別講座・ワーク
ショップ

企画プレゼン大会

インターンシップ
学会での活動発表
の準備

インターンシップ
学会での活動発表

フリーペーパー作
成の企画

料理教室

フリーペーパー用
インタビューの実
施

「やはたんピック」
への参加

第２回まちあるき

最終報告会

（２）効果測定の実施及び結果

以上の組織に所属する実践型教育プログラムに関

わる学生を対象に、AP推進室では平成27年度前期

後期の２回にわたり質問紙調査を行い、実践型教育

プログラムの効果を検証しました（表４）。前期、

4月

5月

5月下旬

6月

6月下旬

7月初旬

8月

9月

10月

11月中旬

11月下旬

2月下旬

3月

表３　421Lab.プロジェクトの１年
（活動例：YAHATA “HAHAHA!” PROJECT）

a. 授業風景 b. ポスター発表 c. 研究発表会

写真１　環境問題事例研究

図２　地域創生学群の演習と実習の関係図

表２　地域創生学群の履修コース及びプロジェクト名

国際環境工学部、地域創生学群は平成27年5月1日現在、

421Lab.は平成27年12月18日現在の人数

※夜間特別枠を除く

学部・組織 １年

286 305 234 305 1,130

92 100 104 387

80 69 23 300

91

128

２年 ３年 ４年 合計

国際環境工学部

地域創生学群　※

421Lab.
（地域共生教育センター）

表１　平成27年度の在籍学生数
（単位：名）
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後期、通年の調査回答数は表４の通りです。質問紙

調査結果については試験的なオリジナル返却フォー

ムで作成し、回答者にフィードバックしています。

前後期の変化について５因子のすべてを検討したと

ころ、すべての組織で前期より後期の得点が回答者

の平均値で上昇が見られました（図３）。

表４　実践型教育プログラム調査への学生回答数
（単位：名）

平成28年度は返却フォームの実用性について検討

するため、試行的に一部の学生を対象に振り返り会を

実施し、返却フォームの見方の解説や今後の改善案に

ついて学生から意見を集める取り組みを行いました

（写真２）。学生からは「振り返り会はあらかじめプロ

グラム内に組み込むことで行ったほうが、良い振り返

りができる」や「返却フォームをもとにグループワー

クを実施してもよいのでは」など振り返り会の開催に

積極的な意見が多い一方で、「測定された力の意味が

わかりづらい」や「文章や得点が平均点以上であると

大きく変わらないため、何が違うのか分かりづらかっ

た」など測定指標の設定の曖昧さを指摘する意見も多

くみられました。これらの意見は平成28年度の調査に

反映することで、より学生にとっても有意義となる評

価の実施を心がけていきたいと考えています。

421Lab.
（地域共生教育センター）

地域創生学群

国際環境工学部

１年

141

113

107

99

68

69

72

73

59

２年

前期

後期

通年

前期

後期

通年

前期

後期

通年

86

56

60

56

56

42

78

59

58

49

32

23

3

27

5

15

7

2

266

210

192

192

168

126

113

141

107

３年 ４年 合計学部・組織

写真２　振り返り会風景

図３　実践型教育プログラムの効果測定結果

４．さいごに

北九州市立大学では平成28年度から、実践型教育プ

ログラムの評価を北九大教育ポートフォリオ内で閲覧

できるようにすることを予定しています。学籍番号を

入力することで、個別にいつでも自らの評価を確認す

ることで、活動を継続する意欲を養ったり、就職活動

でのPR素材としたりと使い道の幅を持たせることに

も焦点を当てています。また、閲覧制限を設けること

で関係教職員に評価を開示することによって、各組織

における能力値の推移や特色の違い、また実践型教育

プログラムが学生にどのような効果をもたらしている

のか（もしくはもたらしていないのか）等が検討でき

るよう工夫することも検討しています。

以上、北九州市立大学におけるAP事業について、

第３段階の実践型教育プログラムに関する取り組み

を中心に紹介させていただきました。北九州市立大

学では、学術的な発展はもとより地域や産業界に求

められる学生の輩出にもこれからも力を入れ、地域

と連携した実践型教育の推進に積極的に取り組んで

いく大学であり続けたいと考えています。

注
(1) 課題発見力：多面的な視野から現状を判断し、問題の

本質を見抜くための力を示します。

コミュニケーション力：他者との豊かな関係を築き、

目標に向けて協力的に仕事を進めるための力を示します。

市民力：社会人としての常識をわきまえて、主体的に

行動するための力を示します。

計画遂行力：論理的、創造的にものごとを考えるため

の力を示します。

自己管理力：様々な出来事をうまく処理しながら自分

自身をマネジメントするための力を示します。


